
７月13日（木）、6月に国会で成立した「撮影罪」が施行されました
（NEWS EXPRESS 24-74など参照）。
当日は羽田空港にて、同法施行を踏まえて定期航空協会が作成した

新たなポスターが掲出され、そのもようが各メディアで報道されたほか、
内藤会長も民放番組に出演し、撮影罪の重要性や、撮影罪の対象となっ
てなっていない
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機内盗撮・カスハラの根絶に向けて 第12弾

内藤会長がインタビュー出演
（テレビ朝日系列 スーパーJチャンネル）

ていない無断撮影の課題について訴えま
した。今後は警察と航空局、事業者が
旅客に対して継続的に周知をおこない、
盗撮行為の未然防止に取り組むとともに、
事案発生時に対応する現場で混乱が生じ
ないよう、関係者が連携して運用方法を
検討、確立することで、法の実効性を
高める必要があります。

撮影罪周知のポスター
（定期航空協会作成）

https://www.jfaiu.gr.jp/files/news/245930a6ccd4fc52868fb8d7ac6eb3f0.pdf
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